
会議名 第１回理財部会（オープン部会）

日 時 2025年6月6日（金）
13:30〜15:00

場 所 秋田商工会議所
7階 ホール80

出席者 理財部会員１２名、他部会員１２名 計２４名

懇 談
テーマ「トランプ2.0の企業を取り巻く経済環境の変化

〜企業の永続・成⻑に向けた原材料・⼈件費上昇への対応策〜」
ゲスト 野村證券㈱

営業企画部兼投資情報部兼ファイナンシャルウェルビーイング部
エグゼクティブ・ストラテジスト 東 英憲 氏

１

理財部会⻑報告



２

世界・米国・日本の近況
○世界
• 宇宙ビジネスの発展、低軌道衛星群による通信情報サービスの展開、
衛星測位システムを活用した自動運転技術の進展などに着目が集
まっており、更なるマーケットの拡大が予想される。

○米国
• 第１期トランプ政権で実施した国内の減税対応について、第２期同
政権においては未着手であり、今後景気刺激策としての実施が予測
される。

• 投資、生産拠点、⼈材が国外から集まり、エンジェル税制等により
ベンチャーが絶えず拡大する環境が整備されている。

○日本
• 産業の空洞化、低い自給率、円安などにより、貿易赤字は過去最大
級。債務残高についても主要国の中では突出している。

• 賃金が継続的に上昇し、企業のコスト増が顕著である。



トランプ関税による国内企業への影響
• 継続的な賃金上昇によるコスト増に加え、資源等の調達を輸入に
頼っている国内企業にとって、トランプ関税による輸入物価の上昇
は更なる経営コスト増に繋がるため、価格転嫁が急務である。

• 海外ではインフレが当たり前のように進み、物価は既に日本の数倍
となっている。国内においてもインフレへの備えが必要である。

（引用：講演資料）３



• 第一次世界大戦以降、オイルショック、新型コロナの感染拡大など
様々な危機があったが、世界経済は直近の約100年間で500倍近く
まで成⻑している。

• トランプ関税の影響を危惧する声もあるが、スマートフォンなどIT
の普及による⼈⼝の多い新興国の成⻑を背景に、今後も世界経済は
成⻑していくと予測される。

世界経済の将来予測

（引用：講演資料）４



５

国内企業の経営継続・成⻑に向けた施策例
• 今後、国内企業が永続・成⻑するための施策例について、以下の４
つを挙げる。
【施策①】
新規事業への着手：国外産業や次なる成⻑産業に自ら進出する
→世界に通用する技術、ビジネスモデルを要する

【施策②】
独自技術の磨上げ：独自技術により世界の企業と対等に取引する
→特殊部品メーカーなど世界に通用する高レベルな技術を要する

【施策③】
淘汰を生き残る：M&A等により国内で残存者メリットを享受する
→淘汰を生き残るための体力を要する

【施策④】
出資・投資：成⻑企業への投資など保有資産を有効活用する
→自社の「お金にも働いてもらう」という発想・工夫を要する


